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はじめに 

 

日本をはじめとして、科学技術の目覚しい進歩は人々の生活レベルの向上を実

現した。しかしその発展の裏で、使用するエネルギーは増加の一途を辿り、石油

や石炭などの化石燃料は１００年以内に枯渇すると言われている１）。更に、エネ

ルギー生産に伴う温室効果ガス、特に二酸化炭素の大気中への排出が年々増加し、

地球温暖化が深刻な問題となっている（図０－１）２）。 

このように、これまでの技術進歩は生活を豊かにする反面、その代償として地

球環境を変化させ、オゾン層の破壊や動植物の絶滅など、宇宙船地球号に深刻な

ダメージを与えてきた。我々が生きる上で、もはや地球環境を無視することはで

きず、問題解決に向けてその技術を発揮する必要がある。本論文では持続可能な

社会、特に低炭素社会の実現に向けた油脂産業としての新たな施策を提案する。 

 

第１章 持続可能な社会の実現 

 

１－１ 持続可能な社会と技術の進歩 

 

資源・環境問題の深刻化を受け、世の中では「持続可能な社会」が注目されて

いる。持続可能な社会とは、将来の世代の生活を充実したものにするばかりでは

なく、現在の世代の生活も充実させるための開発を行い、社会に持続性を持たせ

ることを言う。その主だった活動は環境保全である。ただし、保全のために人々

に我慢を強いるのではなく、質の高い生活も保障する。すなわち、これまでの技

術の進歩が地球環境に配慮されていない部分もあったことに対し、持続可能な社

会においては、環境を考慮しつつ技術を進歩させることが要求されており、高い

技術力が必要となる。その目指す社会体系としては、低炭素社会、循環型社会、

自然共生社会の３つがあり（図１－１）、これらの達成に向けて数々の検討が行わ

れている。 

 

１－２ 二酸化炭素と地球温暖化 

 

検討項目の代表例として、地球温暖化の原因である二酸化炭素の削減が挙げら

れる。 

二酸化炭素の排出がこのまま増加すると、地球温暖化の加速による異常気象や
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海面上昇が原因で、農業・漁業への打撃、水不足などの問題が生じ、世界的に年

間３，０００億ドル（約３５兆円）以上の損害が生じると予測されている３）。そ

の中で、年平均気温は１００年の間に世界全体で０．８５℃、日本で１．１５℃

上昇している３）。２℃の温度上昇で作物の生育高が減少し、３℃で利用可能な水

が減り、４℃で多くの種の絶滅が起こると言われている（図１－２）４）。 

このように平均気温の上昇は、大きな経済損失をもたらすのみならず、地球を

生物の住めない環境とする危険性を孕んでおり、大気中の二酸化炭素の削減は急

務である。 

その中で、２０１５年１２月にパリ協定が締結され、産業革命以前からの平均

気温上昇を１．５℃に抑えることが世界共通の努力目標として定められた５）。こ

れに対して日本は、二酸化炭素の排出量を２０３０年までに２００５年度比で２

５％削減することを掲げている（２００５年度：約１３億６００万ｔ）６）。２０

１４年度の二酸化炭素総排出量が約１２億６，５００万ｔであり７）、残り１６年

余りで約２億９，０００万ｔもの追加削減を実施することは容易なことではない。 

本目標を達成するためには、あらゆる産業で積極的に二酸化炭素を削減し、低

炭素社会の実現に向けて取り組む必要がある。 

 

１－３ カーボンポジティブとカーボンネガティブ 

 

二酸化炭素の排出量として高い割合を占めるのは、産業部門、すなわち製造工

場由来の二酸化炭素である（図１－３）７）。多くの場合、工場を運用するための

エネルギー源として化石燃料が利用され、その燃焼によって二酸化炭素の排出が

起こる。このように、工場として二酸化炭素を大気中に排出している状態を「カ

ーボンネガティブ」と言う。これは大気中に二酸化炭素（カーボン）を排出する

＝環境が悪い方向（ネガティブ）に進むことを表している。 

このように、二酸化炭素を排出する化石燃料などのエネルギー源を使い続けて

いる限り、低炭素社会の実現は困難である。 

一方で、二酸化炭素を排出しないエネルギー源で工場を運用できれば、工場か

ら大気中に二酸化炭素（カーボン）を排出しない＝環境が良い方向（ポジティブ）

に進む「カーボンポジティブ」の状態となる。 

二酸化炭素を排出しないエネルギー源としては太陽光や水力、風力といった自

然エネルギーが挙げられる。これらのエネルギーを用いたカーボンポジティブの

取り組みは、いくつかの企業で謳われ始めており８）、今後カーボンポジティブを
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目指す企業は増加すると考えられる。 

 

第２章 油脂産業の実状 

 

２－１ 油脂産業と低炭素社会のこれまで 

 

パーム油、大豆油、菜種油に代表される植物油の供給量は、日本および世界に

おいて年々増加している（図２－１、２－２）９）。しかし、油糧植物から油脂を

製造するためには大量のエネルギーを必要とすることが課題である。パーム油を

例にすると、１ｔのパーム油製造に５ｔのパーム果房と５ｔの蒸気（エネルギー

換算で３，７００ｋＷｈ）、９０ｋＷｈの電力が必要となる１０，１１）。これは二酸

化炭素換算で２ｔに相当する１２）。このようにパーム油製造は、二酸化炭素を大

量に排出するため、カーボンネガティブであり、低炭素社会からは程遠い。 

一方、低炭素社会に向けた油脂産業のこれまでの取り組みとしてはバイオマス

燃料が挙げられる。これは光合成で二酸化炭素を取り込んだ植物を液体燃料に変

換したものであり、燃焼時に発生する二酸化炭素は元々大気中に存在したものと

なる。すなわち、液体燃料に焦点を当てて二酸化炭素総排出量を増やさない「カ

ーボンニュートラル」を実現したものである（図２－３）１３）。 

しかし製造工場に焦点を当てると、植物を液体燃料に変換する際に別途エネル

ギーが必要であり（図２－４）、これにはバイオマス燃料ではなく、化石燃料が使

用されている１４，１５）。そのため、バイオマス燃料製造工場としては二酸化炭素を

排出しており、カーボンネガティブである。このように、液体燃料に焦点を当て

るとカーボンニュートラルと言われるバイオマス燃料も、製造工場に焦点を当て

ると二酸化炭素の排出が見られ、低炭素社会の実現にはもう一歩踏み込んだ施策

が必要である。 

 

２－２ カーボンポジティブな油脂製造に向けた課題 

 

油脂製造工場におけるカーボンポジティブの達成には、先述したように、二酸

化炭素を排出しないエネルギーの確保が必要となる。その代表例が太陽光などの

自然エネルギーであるが、高い発電コストが問題となる１６，１７）。油脂製造におい

ては大量にエネルギーを消費するため、全てを自然エネルギーで賄うとコスト高

により事業継続が困難である（図２－５、２－６）１７）。低炭素社会の実現には、
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カーボンポジティブを達成した工場を事業として継続的に運用する必要がある。 

また、油脂製造工場におけるもう一つの課題として油脂抽出後の残渣が挙げら

れる。パーム油製造を例とすると、１ｔ製造時に４ｔの抽出残渣が発生する１０，

１１）。その上、アブラヤシの木は約２５年間隔で植え替えられ、伐採されたパー

ム古木が大量に発生する１８）。これらの処理法として、ただ焼却処分するのでは

なく、燃料として再利用したコージェネレーション（コージェネ）による発電・

発熱が行われている１９）。しかし、燃料としての再利用では燃焼していることに

変わりはないため、工場からは二酸化炭素を排出しており、カーボンネガティブ

である。 

以上のように、現状の油脂製造工場ではカーボンポジティブの達成は困難であ

り、二酸化炭素を排出せずにエネルギーの確保と残渣の再利用を成し遂げる新た

な施策が必要である。 

 

第３章 新規の油脂製造理念と実現のための技術 

 

３－１ 新規の油脂製造理念 

 

筆者らは今後達成が急務になってくる低炭素社会を油脂産業においても実現す

るために、“ＥＣＯＦＦ（＝Ｅｘｐｅｎｓｅ ｏｆ ｃａｒｂｏｎ ｄｉｏｘｉｄ

ｅ ｉｎ ｔｈｅ ｏｉｌ ａｎｄ ｆａｔ ｆａｃｔｏｒｙ、エコフ）”と名付

けた油脂製造理念を提案する。これは油脂製造工場全体でカーボンポジティブを

達成するために二酸化炭素を積極的に利用（消費）することであり、「ＥＣＯ（エ

コ）」と、「炭素（Ｃ）ＯＦＦ」をかけた理念である。 

また筆者らは、ＥＣＯＦＦを実現するための新たな油脂製造システムを提案す

る。 

 

３－２ 二酸化炭素を利用したエネルギーの創出 

 

ＥＣＯＦＦ実現に向けた最大の障壁が二酸化炭素を排出しないエネルギーの確

保である。しかし先述したように自然エネルギーだけでは事業継続は難しい。で

は二酸化炭素を排出しないのではなく、「原料」とするエネルギー生産方法はない

だろうか。 

そこで筆者らが注目したのは、宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）が長岡技術
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科学大学の梅田らと共同で開発を行っている「二酸化炭素を利用した燃料電池」

である。 

一般的な燃料電池は、酸素と水素から電気を発生しており、自動車産業におい

て注目を集めているエネルギー源である２０）。 

これに対して本技術は、二酸化炭素と水素から電気を発生する（図３－１）２１，

２２）。 

原理は二酸化炭素の還元を利用しており、理論上は発電する。しかし実際には

二酸化炭素の炭素－酸素結合が安定であり、結合解離には外部からのエネルギー

供給が必要となるため、二酸化炭素を原料とする発電はこれまで困難であった（図

３－２）。 

梅田らは触媒を利用することでこの結合解離に必要なエネルギーを小さくし、

これまで実現できなかった二酸化炭素還元による発電を世界で初めて達成した。 

ＥＣＯＦＦ実現における本技術のポイントは、油脂抽出残渣の再利用によるコ

ージェネと組み合わせることにある。すなわち、残渣を再利用してコージェネで

発電し、発生する二酸化炭素は更なる発電の原料とすることで、工場からの二酸

化炭素排出をゼロにする（図３－３）。更に本技術をコージェネと組み合わせる利

点は、高濃度の二酸化炭素を安定的に供給できることにある。本技術に空気中の

二酸化炭素を原料とする場合、濃度が約０．０４％と低いため効率が悪い。一方

コージェネから発生するガスの二酸化炭素濃度は約１０％と空気中の２５０倍高

い２３，２４）。そのため、コージェネと組み合わせることで、本技術による発電を効

率的に運用できる。 

これにより、低コストで二酸化炭素を排出しないエネルギーを確保できる。 

 

３－３ ＥＣＯＦＦ実現のための油脂製造法 

 

先述したコージェネと二酸化炭素を用いた燃料電池を組み合わせた発電システ

ム（コージェネ－燃料電池発電システム）は、菜種や大豆、パーム果房などから

の油脂製造においてもエネルギー収支の観点からは利用できるが（図３－４、３

－５、３－６）、著者らは、より効率の良い油脂製造法を提案する。 

コージェネ用燃料である油脂抽出残渣は、燃焼効率を高めるために細かいチッ

プ状とする必要があり２５）、水分が残っていると燃焼不良が起こるため、乾燥さ

せる必要もある２６）。パーム油製造においては、この残渣の微細化と乾燥に別途

工程が必要な上、古木などの大量の廃棄物が出るために処理量も多く、作業効率
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が悪い。 

そこで筆者らは「藻類」を用いた油脂製造法に注目した。藻類は単位面積当た

りに生産できるオイル量がパームの数十倍と多い点で近年注目されている（図３

－７）２７）。その中で筆者らは、他の油糧植物には見られない藻類の新たな利点

として抽出残渣に着目した。 

藻類の残渣はパーム果房などと異なり、初めから細かく、抽出と同時に乾燥さ

せる方法も開発されている２８）。また、藻類の油脂含有率は５０％と高く２９）、抽

出率も９０％と高い水準を達成しているので２８）、残渣の量も少ない。そのため、

１ｔの油脂製造時の抽出残渣は僅か１．２ｔと、パーム油製造時の３分の１以下

となる（図３－８）。更に、パーム油製造に見られる古木にあたるものは藻類には

存在しないため、廃棄物の量はパーム油製造に対して更に少なくなる。 

このように藻類を用いることで、微細化と乾燥の追加工程を必要とせず、処理

量も少ないため、残渣を再利用しつつ、効率的に本発電システムを運用できる。 

 

３－４ ＥＣＯＦＦ実現のための油脂製造システムの概要 

 

これまで述べてきたＥＣＯＦＦを実現するための油脂製造システムの概要は図

３－９に示すように、①大気中の二酸化炭素を原料とする藻類による油脂製造、

②藻類の油脂抽出残渣を再利用したコージェネ－燃料電池発電システムによるエ

ネルギー生産の２つの構成から成り立っている。 

本製造システムでは、油脂製造の全ての工程を通して二酸化炭素の大気中への

排出を徹底して排除し、工場全体としてカーボンポジティブ、すなわち二酸化炭

素の排出量ゼロを達成している。本製造システムを導入することで、低炭素社会、

ひいては持続可能な社会の実現に油脂産業が貢献できると考える。 

 

第４章 ＥＣＯＦＦ実現のための油脂製造システムの全容 

 

４－１ 藻類による油脂製造 

 

提案する油脂製造システムの具体的な運用について本章で述べる。 

まず本製造システムに使用する藻類として、筆者らはナンノクロロプシスに注

目した。藻類にはジェット燃料用のユーグレナや、バイオ燃料用のシュードコリ

システィスなど既に実用化が進められているものもある。しかしこれらは生育環
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境が限られており汎用性に乏しい（図４－１）２７，３０，３１）。一方ナンノクロロプ

シスは油脂含有率が５０％と高く、藻類の生育を阻害しないリン欠乏条件で油脂

を生産する特長を持つ３２）。また、生成する油脂の脂肪酸組成はパルミトレイン

酸やエイコサペンタエン酸（ＥＰＡ）などの高付加価値品を多く含んでいること

も特長である（図４－２）２９，３３）。 

更に生育環境に関しては、海水で生育可能であり、５～３０℃と広い温度範囲

で培養できることから、日本などの島国を含めた広い地域で利用可能である。ま

た、塩素に耐性があるため、海水を塩素殺菌することで、藻類を死滅させる他の

微生物などのコンタミを解消でき、安定な生育環境を作ることができる２９）。 

次に藻類からの油脂抽出に目を向けると、一般的に溶媒としてはヘキサンなど

が挙げられる。しかしこれらを用いた場合、乾燥・抽出に消費するエネルギーが

非常に多く２８）、ＥＣＯＦＦ実現は困難となる。そこで筆者らはヘキサンなどの

代替として、ジメチルエーテル（ＤＭＥ＝Ｄｉｍｅｔｈｙｌ ｅｔｈｅｒ）を用

いた抽出に着目した。 

ＤＭＥは常温で気体、０．５ＭＰａ程度の加圧で液化し、水と油の双方に溶解

する特性を持つ。このため、湿潤状態のままの藻類に対してＤＭＥは細胞内まで

浸透し、油脂と水の両方を同時に抽出する。抽出後はＤＭＥを留去することで、

溶解していた油脂と水が分離し、容易に油脂を回収できる（図４－３）２８）。藻

類からの油脂抽出率が８０～１００％と非常に高いこともＤＭＥを用いた抽出法

の特長である。また、藻類から水も抽出するので、乾燥工程を挟むことなく脱水

され、残渣を乾燥状態で回収できる。そのため、本方法を用いることで残渣の再

利用によるコージェネ－燃料電池発電システムの効率的運用を可能とする。 

 

４－２ コージェネ－燃料電池発電システムによるエネルギー生産と副産物 

 

エネルギー面に関しては、先述したコージェネ－燃料電池発電システムを用い

る。エネルギー生産の第１段階として、油脂抽出により乾燥まで完了している藻

類残渣を用いてコージェネによる発電・発熱を行う。続いて第２段階として、生

じた二酸化炭素を水素と共に燃料電池（ＣＯ２－Ｈ２燃料電池）に投入することで

発電する。 

なお、ＣＯ２－Ｈ２燃料電池に用いる水素供給については、集光型太陽電池と水

の電気分解を組み合わせた装置を利用する。一般的な光触媒を用いた太陽光のエ

ネルギー変換効率が１０％未満に対し、本装置は変換効率が２４．４％と高い水
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準を示す３４）。後述するが、本製造システムを導入する工場の規模は１工場当た

り２０ｈａを想定しており、本水素発生装置はそのうち僅か１．１ｈａ（東京ド

ーム約０．２個分）で必要な水素量を供給できる（図４－４）。 

また、ＣＯ２－Ｈ２燃料電池発電の副産物としてメタノールが生成する２１）。一

般的にメタノールは化石燃料を原料とし、その製造時に莫大なエネルギーを必要

とするため、二酸化炭素を大量に排出するカーボンネガティブな製造法で造られ

ている（図４－５）３５）。これに対して本製造システム生産品は、カーボンポジ

ティブ下で製造できる。 

また、バイオマス燃料に焦点を当てると、メタノールを用いたメチルエステル

化で製造するバイオディーゼルは、化石燃料由来のメタノールをこれまで用いて

いたため、完全なカーボンニュートラルではなかった（図４－６）３５）。一方、

本製造システム生産品のメタノールは光合成で二酸化炭素を吸収した藻類が原料

であり、このメタノールを用いることで完全なカーボンニュートラルと言えるバ

イオディーゼルとなる。そのため本製造システムは油脂製造のみならず、バイオ

ディーゼル分野にも貢献できる。 

 

４－３ 季節を加味したシステム運用 

 

今回用いる藻類は３０℃を超える夏場の生育には適していない。そこで、その

期間の培養池を有効利用するため、藻類による油脂製造だけでなく、高度不飽和

脂肪酸（ＰＵＦＡ＝Ｐｏｌｙｕｎｓａｔｕｒａｔｅｄ ｆａｔｔｙ ａｃｉｄ）

の製造も本製造システムでは導入する。ＰＵＦＡは人々の健康志向の高まりに併

せて医療や食品の分野で注目されている脂肪酸であり、ナンノクロロプシスから

も生産されるＥＰＡや、アラキドン酸などが該当する。その中で筆者らはＰＵＦ

Ａを効率良く生産できる「カビ」に注目した３６）。具体的にはＭｏｒｔｉｅｒｅ

ｌｌａ属カビを用いる。 

本カビの油脂含有率は５０～６０％と高く、その全脂肪酸中のＰＵＦＡ量は３

０～７０％に達する３７）。また、本カビは菌外に油脂を分泌する特性も有してお

り３７）、油脂抽出にエネルギーを必要としない。更に本カビ最大の特長は、グル

コースなどの糖質を培地とすることで培養できる点である。すなわち、藻類の油

脂抽出残渣を培地として利用できるため、本製造システムに組み込むことで、新

たな培地を準備することなくＰＵＦＡを製造できる。 
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４－４ ＥＣＯＦＦ実現のための油脂製造システムの全容 

 

 筆者らが提案するＥＣＯＦＦを実現する油脂製造システムは、これまでに述べ

た①藻類による油脂製造、②コージェネ－燃料電池発電システムによるエネルギ

ー生産、を体系的に結び付け、工場全体として二酸化炭素の排出をゼロとするカ

ーボンポジティブを達成したシステムである。以下に全容を示す（図４－７）。 

（１）ナンノクロロプシスをオープンポンド式培養池で培養し、油脂を製造する。

培養には塩素殺菌した海水を使用し、効率良く光合成を行うため、培養池

には撹拌装置を設置する。 

（２）藻類を０．１％から１％まで濃縮し、ＤＭＥ抽出法で油脂を抽出する。水

と分離後、再度油脂をＤＭＥに溶解し、吸着剤処理を行い、再びＤＭＥを

留去することで油脂の精製品を得る。使用したＤＭＥは回収して再利用す

る。ただし工場運用初期のＤＭＥは、ＣＯ２－Ｈ２燃料電池から生成するメ

タノールを原料として製造する。 

（３）抽出後の残渣を燃料としてコージェネで発電する。電力は培養や抽出、熱

はＤＭＥの留去に利用する。 

（４）コージェネで発生した高濃度二酸化炭素はＣＯ２－Ｈ２燃料電池による発電

に利用する。生成したメタノールはバイオディーゼル燃料の原料として販

売する。 

（５）残渣の一部を利用して、Ｍｏｒｔｉｅｒｅｌｌａ属カビを培養し、ＰＵＦ

Ａを製造する。３０℃を超える夏場はナンノクロロプシスの生育に適して

いないため、この期間の培養池をＰＵＦＡ製造に利用する。本品は５０％

ＰＵＦＡ含有油脂として販売する。 

 本製造システムは、外部からは太陽光と二酸化炭素、水のみを取り込み、油脂、

ＰＵＦＡ、メタノールを製造する「カーボンポジティブ」な油脂製造システムで

ある。 

 

第５章 油脂製造工場の生産能力 

 

５－１ 油脂生産量 

 

 提案する油脂製造システムを導入した油脂製造工場について、一年間の油脂生

産量、エネルギー収支、利益性の試算を行った。はじめに油脂生産量について述
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べる。 

 藻類の培養池の規模は面積１０ｈａ（東京ドーム約２．１個分）、深さ０．３ｍ

でオープンポンド式とした。ナンノクロロプシスの油脂含有率を５０％、生産能

力を９７，８００Ｌ／ｈａ・年２７）、抽出率９０％、製造期間を夏期の７～９月

を除いた９ヶ月間と仮定すると、油脂生産量は６０１ｔ（６６４ｋＬ）となり、

油脂抽出後の残渣は７３４ｔ発生する（図５－１）２９）。 

 カビによるＰＵＦＡ製造は、製造期間を７～９月の３ヶ月間とし、藻類培養池

の一部を用いて１週間サイクルで製造する。培養液濃度が２％残渣液の際、生産

能力を５ｋｇ／ｍ３ ３８）、油脂のうち５０％がＰＵＦＡと仮定すると３７）、５０％

ＰＵＦＡ含有油脂の生産量は７５ｔとなる（図５－２）。また、カビの培養のため

に使用する油脂抽出残渣は３００ｔとなる。 

 残りの残渣４３４ｔはコージェネの燃料とする。残渣をセルロース相当として

換算すると、電気、熱、および二酸化炭素７０７ｔが発生する（図５－３）。 

 発生した二酸化炭素を９６ｔの水素と共にＣＯ２－Ｈ２燃料電池に添加するこ

とで、電気とメタノール５１４ｔができる（図５－３）。 

 

５－２ エネルギー収支 

 

本工場におけるエネルギー生産は、まずコージェネ装置として電力１ＭＷｈ＋

熱量２ＭＷｈ／バイオマス１ｔの設備を用い３９）、残渣４３４ｔから電力４３４

ＭＷｈ、熱量８６８ＭＷｈを生産する。また、ＣＯ２－Ｈ２燃料電池は７０７ｔの

二酸化炭素と９６ｔの水素から、変換効率６０％と仮定して、電力３４３ＭＷｈ

を生産する。従って、エネルギー生産は合計で電力７７７ＭＷｈ、熱量８６８Ｍ

Ｗｈとなる（図５－４）。 

 一方、消費エネルギーに関しては以下の通りとなる（図５－５）。まず、藻類培

養時の培養池では水の入れ替えと撹拌に電力が必要である。水の入れ替えは海水

取水ポンプ（送液能力：５０ｍ３／ｍｉｎ、消費電力：３００ｋＷ）を利用し４０）、

年間４５回の入れ替え（取水と排水）を行うので、消費電力量は２７０ＭＷｈと

なる。また、撹拌は光合成の効率向上を目的とするため、太陽光の当たる昼間の

み行い、撹拌のエネルギーを０．１Ｗ／ｍ２とすると２８）、消費電力量は３３ＭＷ

ｈとなる。 

 藻類の濃縮では、０．１％から１％への濃縮エネルギーが０．１ｋＷｈ／ｍ３

であることから４１）、消費電力量は１３４ＭＷｈとなる。 
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続いて抽出では、ＤＭＥ抽出法のコンプレッサー加圧負荷が３６ｋＷｈ／乾燥

藻類１ｔと試算されていることから２８）、消費電力量は４８ＭＷｈとなる。消費

熱量は、２２８ｋＷｈ／乾燥藻類１ｔより２８）、３０４ＭＷｈとなる。 

更に精製では、抽出した油脂を再度ＤＭＥに溶解、留去するため、ＤＭＥ抽出

法の試算を適用すると、消費電力量は２２ＭＷｈ、消費熱量は１３７ＭＷｈとな

る。 

 一方、カビ培養時においては、藻類と同様の設備を用いた場合、水の入れ替え

に３ＭＷｈ、撹拌に１ＭＷｈ消費する（図５－６）。 

これより本工場の消費総電力量は５１１ＭＷｈ、消費総熱量は４４１ＭＷｈで

ある。 

 以上の試算から、本工場では生産電力量７７７ＭＷｈ、消費総電力量５１１Ｍ

Ｗｈとなり、２６６ＭＷｈの余剰電力が生じる（図５－７）。また、生産熱量８６

８ＭＷｈ、消費総熱量４４１ＭＷｈから、必要な熱量も工場内で全て賄える。 

 

５－３ 事業性 

 

 藻類による油脂製造のコストは、オープンポンド式で現状は２５０円／ｋｇと

されている４２）。また、カビによるＰＵＦＡ製造のコストも同程度と仮定すると、

本工場で一年間に製造する６７６ｔの油脂の総コストは、設備の減価償却費や人

件費などを含めると２９）、５４１百万円となる（図５－８）。 

 一方、一年間の売上は、販売単価を油脂：２，０００円／ｋｇ（マカデミアナ

ッツオイルを参考に設定）３３）、メタノール：５０円／ｋｇ、ＰＵＦＡ：１５，

０００円／ｋｇ（４０～４５％ＤＨＡを参考に設定）と仮定すると４３）、２，３

５３百万円、余剰電力を２４円／ｋＷｈで販売すると６百万円４４）、合計で２，

３５９百万円となる。 

 以上の試算から、本工場の利益は一年間で１，８１８百万円となる（図５－９）。 

 このようにエネルギー、利益ともにプラス収支となる。従って本油脂製造シス

テムは、ＥＣＯＦＦを実現することでカーボンポジティブを達成し、かつ事業の

継続性も備えたシステムと言える。 

 

５－４ 本工場による二酸化炭素の排出量削減への貢献 

 

 提案する油脂製造システムを導入した油脂製造工場では、僅か２０ｈａの規模
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（培養池１０ｈａの２倍を工場敷地と仮定）で一年間に６７６ｔの油脂、５１４

ｔのメタノール、２６６ＭＷｈの余剰電力を生産可能である（図５－１０）。本工

場で製造する油脂などは藻類が大気中の二酸化炭素を吸収して造られる。すなわ

ち、大気中の二酸化炭素を油脂などの形に固定化しているとも言える。その固定

量は、２０ｈａの規模で一年間当たり、油脂で１，８５７ｔ、メタノールで７０

７ｔ、余剰電力で１５９ｔ、合計２，７２３ｔとなる（図５－１１）４５，４６）。 

本工場を日本国内に設置することを想定すると、国内で法人が所有している土

地のうち、５７，３００ｈａの未利用地（空き地、原野など）が存在する４７）。

これらのうち、藻類培養に用いる海水の獲得に有利な海岸に比較的近く、油脂の

輸送に適した土地が全体の４割と仮定すると、ここに本工場を建てた際の全工場

による二酸化炭素の固定量は、一年間で３，２３７千ｔと試算される（図５－１

２）。これは２００５年度の日本国内二酸化炭素総排出量の０．２５％に相当し、

２５％削減目標の１００分の１を担うことができる。このように本工場の設立は、

未利用地も再利用しつつ、油脂産業における低炭素社会実現に向けた社会貢献を

可能とする。 

 

おわりに 

 
 本論文では「カーボンポジティブ」を達成するために２つの技術を体系的に結

びつけた油脂製造システムの構築を提案した。これまで世の中で行われてきた

数々の検討は、各々のプロセスに対して別々の企業や研究機関で検討されてきた

ケースが多かった。現実として運用するためには産学官が連携して全てのプロセ

スを一貫したシステム構築が必要となる。現在の世代および将来の世代の生活、

ひいては宇宙船地球号のための持続可能な社会の実現には、あらゆる機関の連携

が要となっている。今回の筆者らの提案がその先駆けとなれば幸いである。  
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6） 環境省「地球温暖化対策推進法と地球温暖化対策計画」 

7） 国立研究開発法人 国立環境研究所 温室効果ガスイベントリオフィス「日

本の温室効果ガス排出量データ（１９９０～２０１４年度）」 

8） Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｊａｐａｎ，Ｎｅｗｓ「ユニリーバ、２０３０年

までに「カーボン・ポジティブ」を実現へ」２０１５年１２月２２日 

9） 一般社団法人 日本植物油協会「植物油の道」 

10）白井ら，環境バイオテクノロジー学会誌，Ｖｏｌ．９，Ｎｏ．１，３－１０

（２００９） 

11）第８７回バイオマス利用研究会「生物多様性保全のためのパームオイル産業

とのグリーン経済の推進」平成２８年５月１１日 

12）地方独立行政法人 大阪府立環境農林水産総合研究所「省エネ・省ＣＯ２相

談窓口」 

13）三重バイオ燃料普及地域協議会「バイオディーゼル燃料とは」 

14）総合資源エネルギー調査会石油分科会 次世代燃料・石油政策に関する小委

員会「バイオ燃料の評価」 

15）財団法人 電力中央研究所「バイオ燃料生産に向けたジャトロファプランテ

ーションの成立性評価」平成２３年５月 

16）経済産業省資源エネルギー庁「再生可能エネルギーの種類と特徴 総論」 

17）総合資源エネルギー調査会「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発

電コスト等の検証に関する報告（案）」 

18）アジアバイオマスオフィス「パーム油産業からの廃棄物利用が進むマレーシ

ア」 

19）アジアバイオマスオフィス「インドネシアにおけるヤシ殻と籾殻による発

電ポテンシャル」 
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20）一般社団法人 日本ガス協会「燃料電池」 

21）宇宙科学研究所（ＩＳＡＳ），レポート＆コラム，宇宙科学の最前線「燃料電

池を使ってＣＯ２を除去する」２０１４年１０月２２日 

22）特開２０１５－５６３１５「固体高分子形発電方法およびシステム」 

23）北村ら，東芝レビュー，Ｖｏｌ．６５，Ｎｏ．８，３１－３４（２０１０） 

24）大阪ガス株式会社，プレスリリース「二酸化炭素を利用する工業用トリジェ

ネレーションシステムの技術確立について」２００５年９月１日 

25）独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構「ＮＥＤＯ再生可能エ

ネルギー技術白書」 

26）福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想「バイオマスを

活用した発電技術」平成２７年２月２３日 

27）一般社団法人 藻類産業創成コンソーシアム「藻類バイオマスとは」 

28）独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構「炭化水素系オイル産

生微細藻類からの“Ｄｒｏｐ－ｉｎ Ｆｕｅｌ”製造技術に関する研究開発」 

29）微細藻培養技術事業化可能性調査共同事業体「耕作放棄地における微細藻培

養技術の確立と事業化方策の検討に係る事業化可能性調査報告」 

30）独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構「微細藻由来のバイオ

ジェット燃料製造に関する要素技術の開発」 

31）デンソーテクニカルレビュー，Ｖｏｌ．１９「微細藻類を使ったＣＯ２吸収･

バイオ燃料化の研究と期待」２０１４年 

32）東京工業大学プレスリリース「油脂高生産藻の脂質量と組成を改変する技術

を開発」 

33）株式会社エコロジーコミュニケーションズ「美容と健康に マカデミアナッ

ツオイル」 

34）東京大学プレスリリース「実際の太陽光下で世界最高効率の水素製造に成功」 

35）Ｗｅｂ版化学プロセス集成 化学工学会「メタノールプロセス」 

36）京都大学 全学寄附研究部門 微生物科学寄附研究部門「微生物油脂の大量

生産系の開発」 

37）小川順，生物工学会誌，Ｖｏｌ．９０，Ｎｏ．１１，７２３－７２７（２０

１２） 

38）特開２０１４－４５７４０「外来不飽和化酵素遺伝子導入による脂質生産微

生物での高度不飽和脂肪酸の生産」 

39）Ｓｐａｎｎｅｒ Ｒｅ２社「乾燥木質チップ用コージェネ」 
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40）株式会社横田製作所「ＨＤ型ポンプ」 

41）産業競争力懇談会「微細藻類を利用した燃料の開発」 

42）三井物産戦略研究所 戦略研レポート「バイオマス資源としての微細藻類」 

43）原料・受託バンク「４０～４５％ＤＨＡの価格相場」 

44）経済産業省「再生可能エネルギーの平成２８年度の買取価格・賦課金単価を

決定しました」 

45）中央環境審議会総合政策・地球環境合同部会 第４回グリーン税制とその経

済分析等に関する専門委員会資料「燃料別の二酸化炭素排出量の例」 

46）関西電力株式会社「原子力発電について 原子力発電の位置づけ」 

47）国土交通省「平成２５年土地基本調査（確報集計）」 
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出典：燃料別に見る世界の二酸化炭素排出量の推移（全国地球温暖化防止活動推進

センターＨＰ）をもとに作成 

 

図０－１ 世界の二酸化炭素排出量の推移 

 

 

 

図１－１ 持続可能な社会の目指す社会体系 
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出典：地球温暖化が進むとどうなる（ＷＷＦのＨＰ）をもとに作成 

図１－２ 平均気温上昇とリスク 

 

 

 

 
 

出典：日本の部門別二酸化炭素排出量（２０１４年度）（全国地球温暖化防止活動推進

センターＨＰ）をもとに作成 

 

図１－３ 日本の部門別二酸化炭素排出量の割合（２０１４年度） 
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出典：植物油の道 日本の植物油供給量の推移（日本植物油協会ＨＰ）より引用 

図２－１ 日本の植物油供給量の推移 

 

 

 

出典：主な植物油の生産量の推移（日本植物油協会ＨＰ）をもとに作成 

図２－２ 世界の主な植物油の総生産量の推移 
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出典：カーボンニュートラルのイメージ（三重バイオ燃料普及地域協議会ＨＰ）

をもとに作成 

 

図２－３ バイオマス燃料のカーボンニュートラル 

 

 

 
出典：バイオ燃料の評価（次世代燃料・石油政策に関する小委員会まと

め）、バイオ燃料生産に向けたジャトロファプランテーションの

成立性評価（電力中央研究所レポート）をもとに作成 

 

図２－４ 主なバイオマス燃料のエネルギー収支 
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出典：長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検

証に関する報告（案）（総合資源エネルギー調査会レポート）を

もとに作成 

 

図２－５ 発電方法と発電コスト 

 

 

 

図２－６ 発電方法と収支 
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出典：水素－二酸化炭素燃料電池（宇宙科学研究所（ＩＳＡＳ）レポート＆コラム）

をもとに作成 

 

図３－１ 二酸化炭素を利用した燃料電池の概要 

 

 

出典：燃料電池を使ってＣＯ２を除去する（宇宙科学研究所（ＩＳＡＳ）レポート＆

コラム）をもとに作成 

 

図３－２ 二酸化炭素還元の熱化学方程式 
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図３－３ コージェネ－燃料電池発電システム 

 

 

 

 

図３－４ コージェネ－燃料電池発電システムを用いたパーム油製造における 

     エネルギー生産（油脂１ｔ製造時） 
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図３－５ パーム油製造におけるエネルギー消費（油脂１ｔ製造時） 

 

 

 

図３－６ パーム油製造におけるエネルギー収支（油脂１ｔ製造時） 
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作物・藻類  
オイル生産量

L/ha/年  

世界の石油需要を 

満たすのに必要な面積

(100 万 ha) 

地球上の耕作面積

に 

対する割合  (%) 

とうもろこし 172 28,343 1430.0 

綿実  325 15,002 756.9 

大豆  446 10,932 551.6 

菜種  1,190 4,097 206.7 

ヤトロファ 1,892 2,577 130.0 

ココナッツ 2,689 1,813 91.4 

パーム 5,950 819 41.3 

微細藻類 (70％オイル含有) 136,900 36 1.8 

微細藻類 (30％オイル含有) 58,700 83 4.2 

出典：各種作物・微細藻類のオイル生産能の比較（藻類産業創成コンソーシアムＨＰ）をもとに作成 

図３－７ 各種作物・微細藻類のオイル生産能の比較 

 

 

図３－８ パームと藻類の抽出残渣量 
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図３－９ ＥＣＯＦＦ実現のための油脂製造システムの概要 
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出典：各種作物・微細藻類のオイル生産能の比較（藻類産業創成コンソーシアムＨＰ）をもと

に作成 

 

図４－１ 油脂を産出する主な藻類 

 
出典：抽出物の脂肪酸組成（微細藻培養技術事業化可能性調査

共同事業体の平成２３年４月調査報告） 

   マカデミアナッツの脂肪酸組成（株式会社エコロジーコ

ミュニケーションズＨＰ）をもとに作成 

 

図４－２ ナンノクロロプシス生産油脂およびマカデミアナッツオイルの脂肪酸組成 
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出典：ＤＭＥ抽出プロセスモデル（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構の平成２３～２４年度成果報告書）をもとに作成 

 

図４－３ ＤＭＥ抽出法 

 

 

図４－４ 水素供給に必要な太陽電池面積 
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出典：Ｗｅｂ版化学プロセス集成「メタノールプロセス」（化学工学会ＨＰ）をもとに作成 

図４－５ 化石燃料由来のメタノール製造プロセス 

 
 

 

図４－６ バイオディーゼル製造法 
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図４－７ ＥＣＯＦＦ実現のための油脂製造システムの全容 
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図５－１ 本工場における油脂の生産量（一年間） 

 

 

 

図５－２ 本工場における５０％ＰＵＦＡ含有油脂の生産量（一年間） 
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図５－３ 本工場におけるコージェネ－燃料電池発電システムの生産物（一年間） 

 

 

 

図５－４ 本工場における電力生産（一年間） 
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図５－５ 本工場における藻類からの油脂製造時の消費電力（一年間） 

 

 

 

図５－６ 本工場におけるカビからのＰＵＦＡ製造時の消費電力（一年間） 
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図５－７ 本工場におけるエネルギー（電力）収支（一年間） 

 

 

図５－８ 本工場におけるコスト（一年間） 
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図５－９ 本工場における工場収支（一年間） 

 

 

 

図５－１０ 本工場の全体図 
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図５－１１ 本工場による二酸化炭素固定量（一年間） 

 

 

 

図５－１２ 未利用地を利用した際の本油脂製造システムによる二酸化炭素総固

定量（一年間） 


